
事業番号 0139

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 文教施設に関する整備指針等の策定
事業開始

年度
平成１７年度 作成責任者

担当部局庁 大臣官房文教施設企画部 担当課室 施設企画課
施設企画課長

長坂　潤一

会計区分 一般会計 上位政策 安全・安心で豊かな学校施設の整備推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
ー

関係する計
画、通知等

ー

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

   学校施設は、教育の基本的な条件の一つであり、学校教育を進める上での必要な施設機能を確保することは重要で
あるため、学校施設の計画・設計上の留意点を示した「学校施設整備指針」等を策定し、その普及に努めることで、より
よい教育環境づくりを推進する。また、国立大学法人等の施設について、中長期的な整備方針を策定し、計画的・重点
的な整備を進めることにより、創造性豊かな人材の育成や、独創的・先端的な学術研究を行うための教育研究環境づく
りを推進する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・学校種ごと（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）に策定している「学校施設整備指針」を改訂するた
め、有識者による調査研究協力者会議を設置し、検討を実施（新学習指導要領等に対応するため、平成21年度から検
討を開始。21年度は、幼・小・中を改訂した。22年度は、高・特の改訂を予定。）。
・また、学校施設整備指針改訂の理解を高め、各地における学校施設づくりの参考となる事例集の作成を民間機関に
委託（21年度は、幼・小・中の事例集を作成した。22年度は、高・特の事例集作成を予定。）。
・国立大学法人等施設の中長期的な整備方針の策定に向け、平成21年2月から有識者による調査研究協力者会議に
おいて、検討を開始（検討結果を踏まえ、22年度中に策定。23年度以降も引き続き、国立大学法人等施設に関する課
題について必要な検討を実施。）。

実施状況

・学校施設整備指針を改訂するため、調査研究協力者会議を5回開催（分科会13回）するとともに、現地調査（6地域）を
実施し、幼稚園及び小・中学校施設整備指針を改訂し、地方公共団体等へ配布した（直接執行）。
・幼稚園、小・中学校施設整備指針改訂に係る事例集の作成業務について、一般競争入札（総合評価落札方式）によ
り業者を選定し、1機関に委託した。
・国立大学法人等施設の中長期的な整備方針を策定するため、調査研究協力者会議を7回開催するとともに、「諸外国
における高等教育機関の施設整備方策等に関する実態調査」について、一般競争入札（総合評価落札方式）により業
者を選定し、1機関に委託した。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 52 39 31 27 24

執行額 52 35 34

執行率 100% 89.7% 109.7%

総事業費(執行ベース) 52 35 34

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

○委託事業については、契約期間中、随時、契約相手方との面談、電話及びメール等の手段で業務の進捗状況を確
認した。
○受託業者から提出される委託事業完了報告書や成果物により、委託費の使用状況や事業目的との整合性について
確認を行った。

見直しの
余地

○委託事業については、以下が挙げられる。
　　・より多くの業者から応札があるよう、入札公告期間をより一層長く設定
　　・委託事業の目的について理解を深めるため、説明会等にて、より詳細に事業目的を説明
○調査研究協力者会議の検討結果及び委託事業の成果について、研修会等での情報提供の機会を増やす。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

１．事業評価の観点 ： この事業は、学校施設の在り方に関する検討のための有識者による調査研究協力者会議を実施し、各地
における学校施設づくりの参考となる「学校施設整備指針」の改訂や事例集の作成を目的とした３年以上継続している調査研究
事業である。
２．所　　　　　見 ： 本事業は開始後既に３年以上経過している事業であり、これまでの調査結果を検証し、事業の内容や予算の
執行を状況を見直すことにより、予算を縮減すべきである。

補
　
記

21年度は、「文教施設の防災対策の強化・推進」から3百万円流用している。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

〔一般競争入札・委託〕

文部科学省

３４百万円

諸謝金 ３百万円
職員旅費 １．６百万円
外国旅費等 ４．５百万円
委員等旅費 ２百万円
庁費 １０百万円

を含む

〔一般競争入札・委託〕

Ｃ．諸外国における高等教育機関の施設整備方策等に
関する実態調査：８．４百万円
＜ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン（株）＞

幼稚園施設整備指針、小・中学校施設整備指針の改訂につ
いての理解を高め、各地における学校施設づくりの参考とな
るよう、幼稚園や小・中学校の優れた施設整備事例を現地調
査等により収集し、事例集（幼稚園編、小・中学校編）を作成。

Ａ．「幼稚園、小中学校施設整備指針改訂に係る
事例集作成に関する調査研究」事業：４．７百万円
＜エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発（株）＞

国立大学法人等施設に関する新たな施設整備計画の策
定に資するため、諸外国における大学の施設整備方策等に
ついて、各種文献や各国のホームページ等による資料収集
及び国内外の関係者・有識者への聞き取り調査等を通じて
体系的に整理。

Ｂ．（株）田中雅美建築設計事務所：１．６百万円

〔随意契約・再委託〕

事例・資料収集協力業務等の委託

Ｄ．報告書の印刷：２．２百万円
＜シンソー印刷（株）＞

〔本省執行分（庁費）・随意契約〕

報告書の印刷

※少額であるため、最も安価な見積書を提示したシ
ンソー印刷（株）と随意契約。

〔一般競争入札・委託〕

文部科学省

３４百万円

諸謝金 ３百万円
職員旅費 １．６百万円
外国旅費等 ４．５百万円
委員等旅費 ２百万円
庁費 １０百万円

を含む

〔一般競争入札・委託〕

Ｃ．諸外国における高等教育機関の施設整備方策等に
関する実態調査：８．４百万円
＜ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン（株）＞

幼稚園施設整備指針、小・中学校施設整備指針の改訂につ
いての理解を高め、各地における学校施設づくりの参考とな
るよう、幼稚園や小・中学校の優れた施設整備事例を現地調
査等により収集し、事例集（幼稚園編、小・中学校編）を作成。

Ａ．「幼稚園、小中学校施設整備指針改訂に係る
事例集作成に関する調査研究」事業：４．７百万円
＜エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発（株）＞

国立大学法人等施設に関する新たな施設整備計画の策
定に資するため、諸外国における大学の施設整備方策等に
ついて、各種文献や各国のホームページ等による資料収集
及び国内外の関係者・有識者への聞き取り調査等を通じて
体系的に整理。

Ｂ．（株）田中雅美建築設計事務所：１．６百万円

〔随意契約・再委託〕

事例・資料収集協力業務等の委託

Ｄ．報告書の印刷：２．２百万円
＜シンソー印刷（株）＞

〔本省執行分（庁費）・随意契約〕

報告書の印刷

※少額であるため、最も安価な見積書を提示したシ
ンソー印刷（株）と随意契約。



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

Ａ．エヌ・ティ・ティ・インテリジェント企画開発（株） Ｄ．シンソー印刷（株）

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費
幼稚園、小中学校施設整備指針改訂に係
る事例集作成に関する調査研究に係る人
件費

1.4 印刷製本費 報告書の印刷 1.1

外部委託
（株）田中雅美建築設計事務所
事例・資料収集協力業務、現地調査業務
委託

1.6 印刷製本費 報告書の印刷 1.1

データ入力 写真・文字データ入力業務 0.5

旅費 会議出席旅費 0.4

諸謝金 会議出席謝金 0.2

借損料 会議室借料 0.2

その他 消耗品費、会議費、通信運搬費 0.1

一般管理費 0.3

計 4.7 計 2.2

Ｂ．（株）田中雅美建築設計事務所

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費
事例・資料収集協力業務、現地調査業務
に係る人件費 1.4

その他 旅費 0.2

計 1.6 計 0.0

Ｃ．ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン（株）

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費
諸外国における高等教育機関の施設整備
方策等に関する実態調査に係る人件費 7.6

その他 一般管理費、印刷製本費 0.8

計 8.4 計 0


	指針等

